UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲 ／第19号の3
5GHz帯小電力データ通信システム

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項四]
	5,150MHzを超え5,350MHz以下又は5,470MHzを超え5,730MHz以下の周波数(周波数については占有帯域幅を参照)(総務大臣が別に告示する場所において使用するものを除く：令和元年告示108号参照)

	チャンネルの数

	15

	変調方式
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	OFDMまたはDS方式によるスペクトル拡散方式

振幅変調、位相変調、周波数変調、パルス変調方式またはこれらの複合方式

※ただし占有帯域が18MHzを超える場合はOFDMのみ


	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一の8]
	20


	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二 第30]
	80MHzを超え160MHz以下(5,250MHz又は5,570MHzでOFDMを使用するもの)
40MHzを超え80MHz以下(5,210MHz、5,290MHz、5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHzでOFDMを使用するもの)
20MHzを超え40MHz以下(5,190MHz、 5,230MHz、5,270MHz、5,310MHz、5,510MHz、5,550MHz、5,590MHz、5,630MHz、5,670MHz又は5,710MHzでOFDMを使用するもの)

20MHz以下(5,180MHz、5,200MHz、5,220MHz、5,240MHz、5,260MHz、5,280MHz、5,300MHz、
5,320MHz、5,500MHz、 5,520MHz、5,540MHz、5,560MHz、5,580MHz、5,600MHz、5,620MHz、
5,640MHz 、5,660MHz、5,680MHz、5,700MHz 又は5,720MHzでOFDMを使用するもの)

18MHz以下（5,150MHzを超え5,350MHz以下の周波数を使用するOFDM以外の場合)
40MHzを超え80MHz以下であって、次のいづれかの組み合わせの二つの周波数を同時に使用するOFDM変調のもの
(1)5,210MHz（5.2GHz帯高出力データ通信システム含む）又は5,290MH及び5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHzの周波数
(2)5,530MHz及び5,690MHz



2.5μW/MHz

	下

	
	5,460MHz ≦ｆ≦5,470MHz
	12.5μW/MHz以下


	5,745MHz ≦ｆ＜ 5,765MHz

	12.5μW/MHz以下


	5,765MHzを超えるもの
	2.5μW/MHz以下



		

		
		c)　占有周波数帯域が20MHzを超え40MHz以下
5,460MHz以下
12.5μW/MHz以下

5,460MHz ＜ｆ≦ 5,470MHz

50μW/MHz以下

5,770MHz以上
12.5μW/MHz以下


		d)　占有周波数帯域が40MHzを超え80MHz以下
5,460MHz以下
12.5μW/MHz以下

5,460MHz ＜ｆ≦ 5,469.5MHz

50μW/MHz以下

5,469.5MHz ＜ｆ≦ 5,470MHz

51.2μW/MHz以下

5,770MHz以上
12.5μW/MHz以下


		e)　占有周波数帯域が80MHzを超え160MHz以下
5,419.6MHz以下
12.5μW/MHz以下

5,419.6MHz ＜ｆ≦ 5,470MHz

50μW/MHz以下

5,725MHz以上
12.5μW/MHz以下


	③
④
⑤
	5,210MHz及び5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHzの周波数を同時に使用するもの
別表７

5,290MHz及び5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHzの周波数を同時に使用するもの
別表８
5,530MHz及び5,690MHzの周波数を同時に使用するもの
別表９



		
	空中線電力

指定値 [無線設備規則 第四十九条の二十]
偏 差 [無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値：

① OFDM：
10mW/MHz以下(占有帯域幅：20MHz以下)
5mW/MHz以下(占有帯域幅：20～40MHz以下)
2.5mW/MHz以下(占有帯域幅：40～80MHz以下)
1.25mW/MHz以下(占有帯域幅：80～160MHz以下。組み合わせを含む)
② DS方式 ： 10mW/MHz以下(5,150MHzを超え5,350MHz以下の周波数を使用するOFDM以外の場合は18MHz以下)
③ その他の方式　 ： 10mW以下(5,150MHzを超え5,350MHz以下の周波数を使用するOFDM以外の場合は18MHz以下)
偏 差：

＋20％　　－80％　(5,150MHzを超え5,350MHz以下)
＋50％　　－50％　(5,470MHzを超え5,730MHz以下)



5,180MHz、5,200MHz

	、5,220MHz、5,240MHz(占有帯域幅20MHz以下)：　 10mW/MHz以下
	
	② 

	5,260MHz、5,280MHz、5,300MHz、5,320MHz(占有帯域幅20MHz以下)：


		a)

通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合 　 ⇒　10mW/MHz以下　

b) 

a)以外の場合　　　　　⇒　5mW/MHz以下


	③

	5,190MHz、5,230MHz(占有帯域幅20MHzを越え40MHz以下)：5mW/MHz以下


	④

	5,270MHz、5,310MHz(占有帯域幅20MHzを越え40MHz以下)：


		a)

通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合 　 ⇒　5mW/MHz以下　

b) 

a)以外の場合 　 　 　⇒　2.5mW/MHz以下


		5,210MHz(占有帯域幅40MHzを越え80MHz以下)：2.5mW/MHz

		5,290MHz(占有帯域幅40MHzを越え80MHz以下)

		a)

通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合 　 ⇒　2.5mW/MHz以下　

b) 

a)以外の場合 　 　 　⇒　1.25mW/MHz以下


		5,250MHz(占有帯域幅80MHzを越え160MHz以下。組み合わせを含む)

		a)

通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合 　 ⇒　1.25mW/MHz以下　

b) 

a)以外の場合 　 　 　⇒　0.625mW/MHz以下



5,470MHzを超え5,730MHz以下で占

	有帯域幅が20MHz～40MHz以下


	a) 

	通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合
⇒　25mW/MHz以下


	b) 

	a)以外の場合 ⇒　12.5mW/MHz以下



5,470MHzを超え5,730MHz以下で占

	有帯域幅が40MHz～80MHz以下


	a) 

	通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合
⇒　12.5mW/MHz以下


	b) 

	a)以外の場合 ⇒　6.25mW/MHz以下



5,470MHzを超え5,730MHz以下で占

	有帯域幅が80MHz～160MHz以下


	a) 

	通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合
⇒　6.25mW/MHz以下


	b) 

	a)以外の場合 ⇒　3.125mW/MHz以下

	5,470MHzを超え5,730MHz以下で組み合わせを行うもの

	a) 

	通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備する場合
⇒　1.25mW/MHz以下


	b) 

	a)以外の場合 ⇒　0.625mW/MHz以下


		

		
	隣接チャンネル漏洩電力
および帯域外漏洩電力の許容値
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	【隣接チャンネル漏洩電力】

①

占有帯域幅が18MHz以下の場合：

20MHz離れた±9MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が25dB以上低い値
40MHz離れた±9MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が40dB以上低い値

②

占有帯域幅が18MHz～20MHz以下の場合：

20MHz離れた±10MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が25dB以上低い値
40MHz離れた±10MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が40dB以上低い値

③

占有帯域幅が20MHz～40MHz以下の場合：

40MHz離れた±20MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が25dB以上低い値

80MHz離れた±20MHzの帯域内 　 ⇒ 平均電力が40dB以上低い値

④
占有帯域幅が40MHz～80MHz以下の場合：

80MHz離れた±40MHzの帯域内 　 ⇒平均電力が25dB以上低い値


	副次的に発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	＜1GHz　　 4nW以下
≧1GHz　　 20nW以下　　　


	混信防止機能
[無線設備規則 第九条の四、八]
	識別符号を自動的に送信または受信する機能を有すること


	キャリアセンス機能　①
[平成19年 総務省告示48号]
	100mV/mを超える場合に電波の発射を行わないこと。キャリアセンスを行った後、送信を開始する。ただし、他の無線設備から制御されている場合、及び送信を行った無線設備がキャリアセンス約8m秒以内に送信を再開する場合には、キャリアセンスは不要


	キャリアセンス機能　②
[平成19年 総務省告示48号]
	別表10参照


	送信バースト長
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	8ms以下


	信号伝送速度
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	①20Mbit/sec以上(占有帯域幅20MHz 以下)
②40Mbit/sec以上(占有帯域幅20MHz～40MHz以下)
③80Mbit/sec以上(占有帯域幅40MHz～80MHz以下)
④160Mbit/sec以上(占有帯域幅80MHz～160MHz以下。組み合わせを含む)


	その他
[平成19年 総務省告示48号]
	1． 次に掲げる旨を筐体の見やすい箇所に表示すること。ただし、当該表示を付することが困難又は不合理である場合にあっては、筐体に代えて取扱説明書及び包装又は容器の見やすい箇所に表示することができる(電磁表示可能：特定の操作について書類等で明示)
(1) 親局：当該無線設備の送信は、屋内においてのみ可能である旨
(2) 子局(5.2GHz帯陸上移動局を含む)：当該無線設備の送信は、5.2GHz帯高出力データ通信システムの基地局又は陸上中継局と通信する場合を除き屋内においてのみ可能である旨
この告示による改正前の屋内においてのみ送信可能である旨が表示された又は表示することができる適合表示無線設備については、改正後の規定により5.2 GHz帯高出力データ通信システムの基地局又は陸上移動中継局と通信する場合を除き屋内においてのみ可能である旨が表示された又は表示することができるものとみなす。
親局、子局の識別、 TPCの有無の記載(W53、W56)

イ．空中線を除く、高周波部および変調部は容易に開けることができないこと
ロ．通信方式は、単向通信方式、単信方式、複信方式、半複信方式または同報通信方式であること
リ．直交周波数分割多重方式は、1MHzの帯域幅当たりの搬送波の数が1以上であること
ヌ．スペクトル拡散方式は、次のいずれかであること。

（１）　直接拡散方式であって、その拡散率が5以上となるものであること。

（２）　直接拡散方式であって、変調方式が変調信号の送信速度に等しい周波数の5倍以上の周波数帯域幅にわたって掃引する信号を変調信号の送信の周期ごとに乗算させるものであること
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	注1)
	旧周波数（5,170MHz、5,190MHz、5,210MHz、5,230MHz）の電波を使用する場合は、スプリアス発射強度の技術基準は下記を適用する。（旧周波数の電波を使用する場合の条件は別表7を参照）

	注2)
	DS：直接拡散
OFDM：直交周波数分割多重
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	【別表1】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,180MHz ～ 5,240MHz）

	① 占有帯域幅が18MHz以下のもの


	周波数帯

	5240MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力



5,142M

	Hz以下
	98MHz　≦　ｆ

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下

	5,142MHz　～　5,150MHz
	90MHz　≦　ｆ　＜　98MHz

	15μW/MHz以下

	5,250MHz　～　5,251MHz
	10MHz　≦　ｆ　＜　11MHz
	101-(f-9)mW/MHz以下

	5,251MHz　～　5260MHz
	11MHz　≦　ｆ　＜　20MHz
	10-1-(8/90)(f-11)mW/MHz 以下

	5,260MHz　～　5,266.7MHz
	20MHz　≦　ｆ　＜　26.7MHz
	10-1.8-(6/50)(f-20)mW/MHz 以下

	5,266.7MHz以上
	26.7MHz　≦　ｆ

	2.5μW/MHz以下 



	


	②占有帯域幅が 18MHz～20MHz以下


	周波数帯

	5180MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,142MHz以下 

	38MHz　≦　ｆ

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,142MHz　～　5,150MHz 

	30MHz　≦　ｆ　＜　38MHz 

	15μW/MHz以下 


	周波数帯 

	5240MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,250MHz　～　5,250.2MHz
	10MHz　≦　ｆ　＜　10.2MHz
	101-(8/3)(f-9.75)mW/MHz 以下


	5,250.2MHz　～　5,251MHz 

	10.2MHz　≦　ｆ　＜　11MHz 

	101-(f-9)mW/MHz 以下 


	5,251MHz　～　5,260MHz 

	11MHz　≦　ｆ　＜　20MHz 

	10-1-(8/90)(f-11)mW/MHz 以下 


	5,260MHz　～　5,266.7MHz 

	20MHz　≦　ｆ　＜　26.7MHz 

	10-1.8-(6/50)(f-20)mW/MHz 以下 


	5,266.7MHz以上 

	26.7MHz　≦　ｆ

	2.5μW/MHz以下 



	




	【別表2】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,190MHz、5,230MHz）占有帯域幅が20MHz～40MHz以下


	周波数帯 

	5190MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,141.6MHz以下 

	48.4MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,141.6MHz　～　5,150MHz 

	40MHz　≦　ｆ　＜　48.4MHz 

	15μW/MHz以下 


	周波数帯 

	5230MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,250MHz　～　5,251MHz 

	20MHz　≦　ｆ　＜　21MHz 

	10-(f- 20)＋log(1/2)mW/MHz以下 


	5,251MHz　～　5,270MHz 

	21MHz　≦　ｆ　＜　40MHz 

	10-(8/190)(f-21)-1+log(1/2)mW/MHz 以下 


	5,270MHz　～　 5,278.4MHz 

	40MHz　≦　ｆ　＜　48.4MHz 

	10-(3/50)(f-40)-1.8+log(1/2)mW/MHz 以下 


	5,278.4MHz以上 

	48.4MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/MHz以下 



	




	【別表3】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,260MHz ～ 5,320MHz）

	①占有帯域幅が18MHz以下のもの


	周波数帯

	5260MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力


	5,233.3MHz以下
	26.7MHz　≦　ｆ

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下


	5,233.3MHz　～　5,240MHz
	20MHz　≦　ｆ　＜　26.7MHz

	10-1.8-(6/50)(f-20)mW/MHz以下


	5,240MHz　～　5,249MHz
	11MHz　≦　ｆ　＜　20MHz
	10-1-(8/90)(f-11)mW/MHz以下


	5,249MHz　～　5,250MHz
	10MHz　≦　ｆ　＜　11MHz
	101-(f-9)mW/MHz以下


	5,350MHz以上
	90MHz　≦　ｆ

	2.5μW/MHz以下 



	


	②占有帯域幅が18MHz～20MHz以下


	周波数帯 

	5260MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,233.3MHz以下 

	26.7MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,233.3MHz　～　5,240MHz 

	20MHz　≦　ｆ　＜　26.7MHz 

	10-1.8-(6/50)(f-20)mW/MHz 以下 


	5,240MHz　～　5,249MHz
	11MHz　≦　ｆ　＜　20MHz
	10-1-(8/90)(f-11)mW/MHz 以下


	5,249MHz　～　5,249.8MHz
	10.2MHz　≦　ｆ　＜　11MHz
	101-(f-9)mW/MHz 以下


	5,249.8MHz　～　5,250MHz
	10MHz　≦　ｆ　＜　10.2MHz
	101-(8/3)(f-9.75)mW/MHz 以下


	周波数帯 

	5320MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,350MHz以上 

	30MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/MHz以下 



	




	【別表4】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,270MHz、5,310MHz）占有帯域幅が20MHz～40MHz以下


	周波数帯 

	5270MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,221.6MHz以下 

	48.4MHz　≦　ｆ　

	2.5μW/（参照帯域幅）以下 


	5,221.6MHz　～　5,230MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　48.4MHz
	10-(3/50)(f-40)-1.8+log(1/2)mW/MHz 以下


	5,230MHz　～　5,249MHz
	21MHz　≦　ｆ　＜　40MHz
	10-(8/190)(f-21)-1+log(1/2)mW/MHz 以下


	5,249MHz　～　5,250MHz
	20MHz　≦　ｆ　＜　21MHz
	10-(f-20)+log(1/2)mW/MHz 以下


	周波数帯 

	5310MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,350MHz　～ 5,358.4MHz 

	40MHz　≦　ｆ　＜　48.4MHz 

	15μW/MHz以下 


	5,358.4MHz以上
	48.4MHz　≦　ｆ

	2.5μW/MHz以下



	




	【別表5】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,210MHz、5,290MHz）占有帯域幅が40MHz～80MHz以下


	周波数帯 

	5210MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,123.2MHz以下 

	86.8MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,123.2MHz　～　5,150MHz 

	60MHz　≦　ｆ　＜　86.8MHz 

	15μW/MHz以下 


	5,250MHz　～　5,251MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/4)mW/MHz 以下


	5,251MHz　～　5,290MHz
	41MHz　≦　ｆ　＜　80MHz
	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/4)mW/MHz 以下


	5,290MHz　～　5,296.7MHz
	80MHz　≦　ｆ　＜　86.7MHz
	10-(3/100)(f-80)-1.8+log(1/4)mW/MHz 以下


	5,296.7MHz以上 

	86.7MHz　≦　ｆ 
	2.5μW/MHz以下 


	周波数帯 

	5290MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,203.3MHz以下 

	86.7MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,203.3MHz　～　5,210MHz
	80MHz　≦　ｆ　＜　86.7MHz
	10-(3/100)(f-80)-1.8+log(1/4)mW/MHz 以下

	5,210MHz　～　5,249MHz
	41MHz　≦　ｆ　＜　80MHz
	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/4)mW/MHz 以下


	5,249MHz　～　5,250MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/4)mW/MHz 以下

	5,350MHz　 ～ 5,376.8MHz

	60MHz　≦　ｆ　＜　86.8MHz

	15μW/MHz以下


	5,376.8MHz以上
	86.8MHz　≦　ｆ

	2.5μW/MHz以下



	




	【別表6】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,250MHz）占有帯域幅が80MHz～160MHz以下

	


	周波数帯

	5250MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力


	5,099.6MHz以下 

	150.4MHz　≦　ｆ

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下


	5,099.6MHz　～　5,150MHz
	100MHz　≦　ｆ　＜　150.4MHz

	15μW/MHz以下


	5,350MHz　～　5,400.4MHz
	100MHz　≦　ｆ　＜　150.4MHz
	15μW/MHz以下


	5,400.4MHz以上
	150.4MHz　≦　ｆ　≦　334MHz
	2.5μW/MHz以下 



	




	【別表7】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,210MHz及び5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHz）


	周波数帯 

	5210MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,134.8MHz以下 

	75.2MHz　≦　ｆ 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,134.8MHz　～　5,150MHz 

	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz 

	162.5μW/MHz以下 


	5,250MHz　～　5,251MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,251MHz　～　5,285.2MHz
	41MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,285.2MHz　～　5,370MHz
	75.2MHz　≦　ｆ　＜　160MHz
	2.5μW/MHz以下


	周波数帯 

	5530MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,370MHz　～ 5,454.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　160MHz 

	2.5μW/MHz以下　ただし、5.2GHz帯高出力データ通信システムの基地局又は陸上移動中継局の5.210MHzの周波数の電波と同時に使用する場合にあっては、12.5μW/MHz以下

	5,454.8MHz　～　5,470MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下　ただし、5.2GHz帯高出力データ通信システムの基地局又は陸上移動中継局の5.210MHzの周波数の電波と同時に使用する場合にあっては、50μW/MHz以下

	周波数帯

	5610MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,730MHz以上
	120MHz　≦　ｆ　

	15μW/MHz以下



	

	周波数帯
	5690MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）
	等価等方輻射電力

	5,770MHz以上
	80MHz　≦　ｆ　
	15μW/MHz以下


	【別表8】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,290MHz及び5,530MHz、5,610MHz又は5,690MHz）


	周波数帯 

	5290MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,214.8MHz 以下
	75.2MHz　≦　ｆ　≦　270MHz 

	2.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,214.8MHz　～　5,249MHz 

	41MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz 

	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,249MHz　～　5,250MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,350MHz　～　5,365.2MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下


	5,365.2MHz　～　5,410MHz
	75.2MHz　≦　ｆ　＜　120MHz
	2.5μW/MHz以下


	周波数帯 

	5530MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,410MHz　～ 5,454.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　120MHz 

	2.5μW/MHz以下 


	5,454.8MHz　～　5,470MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下


	周波数帯

	5610MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,730MHz以上
	120MHz　≦　ｆ

	15μW/MHz以下


	周波数帯

	5690MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,770MHz以上
	80MHz　≦　ｆ　

	15μW/MHz以下



	

	
	

	【別表9】
	帯域外漏洩電力を含むスプリアスの技術基準 （5,530MHz及び5,690MHz）


	周波数帯 

	5530MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,419.6MHz以下 

	110.4MHz　≦　ｆ　 

	12.5μW/（参照帯域幅）×(1MHz/参照帯域幅)以下 


	5,419.6MHz　～　5,470MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　110.4MHz
	50μW/MHz以下


	5,770MHz以上
	240MHz　≦　ｆ

	15μW/MHz以下



	




	【別表10】
	動的周波数選択（DFS）機能の技術基準


	5,250MHz以上5,350MHz以下又は5,470MHzを超え5,730MHz以下の周波数の電波を使用する無線局の無線設備は、次に掲げる条件に適合すること。

1． 親局(証明規則別表第二号第三注12(5)に規定する無線局をいう。以下同じ。)の無線設備は、次のとおりであること。
(一)　無線設備が送信しようとしている場合には、送信しようとしている周波数の占有周波数帯幅内において、レーダーが送信する電波の有無を60秒間確認(以下「利用可能チャネル確認」という。)すること。

(二)　無線設備が送信している場合には、送信している周波数の占有周波数帯幅内において、レーダーが送信する電波の有無を連続的に監視(以下「運用中チャネル監視」という。)すること。

(三)　利用可能チャネル確認又は運用中チャネル監視により無線設備が検出するレーダーが送信する電波及び当該電波を検出する確率(以下「検出確率」という。)は、次のとおりであること。

(１)　5,250MHz以上5,350MHz以下の周波数の電波を使用する無線設備は、別表第10-1によること。

(２)　5,470MHzを超え5,730MHz以下の周波数の電波を使用する無線設備は、別表第10-2によること。

(四)　利用可能チャネル確認又は運用中チャネル監視により無線設備が検出するレーダーが送信する電波に対する親局の受信電力は、絶対利得0デシベルの空中線で受信するレーダー波送信期間中の平均電力において、次のとおりであること。（受験機器の空中線入力（0dBiの空中線で受信する1μs当たりの平均電力））
無線設備の最大等価等方輻射電力 

空中線で受信するレーダー波送信期間中の 
平均電力（閾値） 

0.2W未満 

－62dBm以上 

0.2W以上 

－64dBm以上 

(五)　無線設備は、利用可能チャネル確認又は運用中チャネル監視によりレーダーが送信する電波を検出した場合には、当該電波を検出してから30分の間、当該電波が検出された周波数の電波の送信を行ってはならない。

(六)　無線設備は、運用中チャネル監視によりレーダーが送信する電波を検出した場合には、無線設備及びそれに従属する子局(証明規則別表第二号第三注12(5)に規定する無線局をいう。以下同じ。)の無線設備が送信する当該電波が検出された周波数の電波の送信を10秒以内に停止しなければならない。この場合において、全ての無線設備の送信時間の合計は、260m秒以下とする。

2． 子局の無線設備は、親局からの制御によって自動的に送信する周波数を選択し、送信を行い、送信を停止する機能を備えること


	【別表10-1】
	動的周波数選択（DFS）機能の技術基準（5,250MHz～5,350MHz）

	
	

	
	レーダー波のパルス幅、繰返し周波数および連続するパルス数

種別 

パルス幅(μs)

繰り返し周波数(Hz)
連続するパルス数の最小値 

検出確率 

最小値
最大値 

最小値
最大値
1

0.5

5
200

1,000
10
60％以上 

2

0.5
15
200
1,600
15
60％以上 

3

0.5
5
200
1,000
繰り返し周波数に0.026を乗じて得た値（1未満の端数があるときは、これを切り上げた値）もしくは22のいずれか大きい値又は30のいずれか小さい値
60％以上 

4

0.5
15 

200
1,600
繰り返し周波数に0.026を乗じて得た値（1未満の端数があるときは、これを切り上げた値）もしくは22のいずれか大きい値又は30のいずれか小さい値
60％以上 

5

0.5
1.5
1,114
1,118
30 

60％以上 

6

0.5
1.5
928
932
25
60％以上 

7
0.5
1.5
886
890
24
60％以上 

8
0.5
1.5
738
742
20
60％以上 

注1　検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続方式のものに限る。)から子局の無線設備に対して、任意の100msec間における合計の送信時間が30msec以上の伝送を行う場合のものをいう
注2　この表において、「A」とはP1及びP2の最大電力とし、「パルス幅」とは次の図におけるP1のパルスW1とし、「繰り返し周波数」とは次の図におけるパルス周期の逆数とする。また、パルス幅及び繰り返し周波数は、最小値及び最大値の間の任意の一の値とする
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注3　一のパルス周期中に線形周波数変調を行うための周波数の偏移幅（以下「チャープ幅」）、P1のパルス間隔T1、P2のパルス幅W2及びP1のパルス幅W1とP2のパルス幅W2の差並びにP1のパルス幅W1に繰り返し周波数を乗じて得た値（以下「デューティ比」）は、次の通りであること。なお、各パルス間隔及び各パルス幅は、それぞれ電力0.5Aを基点とする各パルスの立ち上がり時間及び各パルスの立ち下がり時間とする。
種別3及び種別4の場合

チャープ幅
±0.5MHz～±1.0MHzまでの範囲内
P1のパルス間隔T1
70μsec以上
P2のパルス幅W2
20μsec以上110μsec以下
P1のパルス幅とP2のパルス幅の差
次に掲げる指揮による値が15μsec以上：｜W2-W1｜
デューティ比
10％未満
種別5から種別8までの場合

チャープ幅
±0.5MHz～±1.0MHzまでの範囲内

P1のパルス間隔T1
50μsec以上

P2のパルス幅W2
28.5μsec以上33.6μsec以下


	
	

	
	

	
	


	【別表10-2】
	動的周波数選択（DFS）機能の技術基準 （5,470MHz～5,730MHz）

	①

変調方式がパルス変調のうち無変調パルス列のものが送信する電波および当該電波の検出確率

種別 

パルス幅（μs） 

繰返し周波数（Hz） 

連続するパルス数 

検出確率 

1

0.5

720

18

60％以上 

2

1.0

700

18

60％以上 

3

2.0

250

18

60％以上 

4

1μs以上5μs以下の幅のうち1μsまたは
1μsに1μsの整数倍を加えた幅 

4,347Hz以上6,667Hz以下の
間の任意の1つの周波数 

23以上29以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

5

6μs以上10μs以下の幅のうち
6μsまたは6μsにμsの整数倍を加えた幅 

2,000Hz以上5,000Hz以下の
任意の1つの周波数 

16以上18以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

6

11μs以上20μs以下の幅のうち
11μsまたは11μsに1μsの整数倍を加えた幅 

2,000Hz以上5,000Hz以下の
任意の1つの周波数 

12以上16以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

※ 注1 

検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続方式のも のに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場合の ものをいう。

※ 注2

レーダーが送信する電波の種別ごとの検出確率の平均値は、80％以上でなければならない。




	②
	変調方式がパルス変調のうち変調パルス列(パルスの期間中に搬送波を線形周波数変調するものに限る)のものが送信する電波および当該電波の検出確率


	　種別
	パルス幅（μs）
	繰返 し周波数（Hz）
	連続 するパルス数
	検出 確率

	1
	50μs以上100μs以下の幅のうち50μsまたは50μsに1μsの整数倍を加えた幅 
	500Hz 以上1,000Hz以下の
任意の1つの周波数 
	1以 上3以下の
任意の 1つの整数 
	80％ 以上 


	※ 注1 

	検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続方式 のものに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場 合のものをいう。


	※ 注2

	連続するパルスの数の1つのまとまり(以下「バースト」という)は、12秒間に発射されるもの とする。


	※ 注3

	チャープ幅は、 5MHz以上20MHz以下の周波数幅のうち5MHzまたは5MHzに1MHzの整数倍を加えた周波数幅とする。この場合において、チャープ幅は、バーストごとに任意とし、同一バースト内のチャープ幅は等しいものとする。


	※ 注4

	バースト数は、8以上20以下の任意の整数とし、バースト間隔は、12秒間をバースト数で除した時間とする。


	※ 注5

	1つのバースト内で複数のパルスがある場合、そのパルス幅は等しいものとする。


	※ 注6

	1つのバースト内で複数のパルスがある場合、その繰り返し周波数は、1つのパルスの繰り返し周波数と当該パルスの次の1つのパルスの繰り返し周波数との間で関連性を有してはならないものとする。



	


	③

	変調方式がパルス変調のうち周波数ホッピング方式のものが送信する電波および当該の電波の検出確率


	種別

	パルス幅(μs)

	繰返し周波数（Hz）

	1のバースト内におけるパルス数

	検出確率


	1

	1

	3,000

	9

	70％以上 



	※ 注1 

検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続 方式のものに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場合のものをいう。

※ 注2

この表において「バースト」とは、連続するパルスの数の1つのまとまりとする。

※ 注3

周波数ホッピングにおける周波数(以下「ホッピング周波数」という)は5,250MHzから5,724MHzまでの周波数のうち、5,250MHzまたは5,250MHzに1MHzの整数倍を加えた周波数のうち任意の周波数とする。

※ 注4

ホッピング周波数の切替間隔は、3m秒とし、全てのホッピング周波数の切替間隔の合計は 300m秒とする。

※ 注5

バースト間隔は、3m秒とする。



	


